
（単位：千円）

1 単
行政手続整備
事業

総務課

新型コロナウイルス感染症のまん延防止や行政サービス
の効率的・効果的な提供のため、押印に関する規定を整
理し、書面、押印及び対面規制の見直しを行う。

②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

R3.4 R4.3 2,618 2,618 
 桜川市で定めている全例規の
押印等の見直しを実施し、約8割
の例規を改正

2．効果的であった

 押印等を求めていた
行政手続において見
直しが行われたこと
で、窓口提出であった
書類を電子で受け付
けることが可能にな
り、対面の機会を減ら
すことにつなげること
ができたため。

2 単

選挙事務新型
コロナウイルス
感染症対策事
業

総務課
選挙の投票所の感染リスクを下げるため、投票用紙自動
交付機や空気循環式紫外線洗浄機を導入する。

①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

R3.6 R4.3 3,168 3,089 
 期日前投票所3か所に投票用紙
自動交付機3台、空気循環式紫
外線洗浄機３台を導入

1.　非常に効果的であった

 投票所及び開票所で
の新型コロナウイル
ス感染症予防対策に
大いに役立ったため。

3 単
会議室内３密
対策促進事業

財政課

会議室内での密集・密接を避けるため、テーブル等を増
設する。

①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

R3.6 R4.3 11,606 11,258 
 テーブル155台、イス299台、イ
ス専用台車14台を各庁舎会議室
等に配置

2．効果的であった

 テーブル・イスの増
設により会議室にお
いて相席を減らし、
ソーシャルディスタン
スを保つことができた
ため。

4 単 災害対策事業 防災課

災害に備え、避難所における感染症対策や衛生環境の
維持等のための物資や資材を備蓄する。

①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

R3.6 R4.3 23,414 13,035 

 ・各避難所（25カ所）へ非接触型
体温計、ペーパータオル等及び
パーテーション50張を備蓄
・避難所（5カ所）へ倉庫設置
・避難所併設トイレまでの通路整
備（2カ所）

1.　非常に効果的であった

 各避難所に体温計や
消耗品の備蓄。また、
それらを保管する倉
庫の設置をすることが
できたため。

5 単
岩瀬福祉セン
ター空調設備
工事事業

社会福祉課

新型コロナウイルス感染症の流行下における災害発生時
の避難所運営に際しては、密閉を避けるために十分な換
気に努める必要があるが、気温が高い夏期は室温上昇
により熱中症のリスクが高まるおそれがある。感染防止
対策と熱中症予防を両立するため、高齢者等要配慮者を
対象として指定されている福祉避難所に空調設備等を整
備する。

①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

R3.8 R4.3 27,570 27,197 
 空調熱源更新工事設計業務委
託
空調熱源更新工事

2．効果的であった

 空調機を整備したこ
とにより空調が安定
し、夏期は換気をしな
がら使用ができ、新型
コロナウイルス予防、
熱中症対策に効果が
あったため。

6 単
障害支援区分
審査会Web会
議運用事業

社会福祉課

３密の回避、接触機会の低減のため、障害支援区分審査
会のペーパーレス化、オンライン化のための情報機器を
整備する。

②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

R3.8 R4.3 723 690 

 ・iPadPro  ４台
・純正キーボード  ４台
・充電式タッチペン  ４台
・保護フィルム  ４枚
・いきなりPDF  １本
・ウェブカメラ  １台
  （web会議開催時用）

2．効果的であった

 関係機関への審査
会資料配布が、対面
で無くなったことにより
感染予防になったた
め。

7 単
介護保険認定
審査システム
運用事業

介護保険課

３密の回避、接触機会の低減のため、介護保険認定審査
会及び訪問調査のペーパーレス化、オンライン化のため
の情報機器の整備、システムの導入を行う。

②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

R3.8 R4.3 18,045 17,620 

 ・認定調査システムの導入
・認定調査員事務負担軽減によ
る処遇改善
・介護認定審査会委員への資料
配布に係る訪問回数の減
・認定審査会資料等のペーパー
レス化による運営経費節減
・認定審査会資料作成事務の簡
素化による事務量の軽減

2．効果的であった

 認定調査時間の圧
縮・資料配布の省略
(介護認定審査会委
員訪問回数・対前年
比65.8%減)等により対
面時間を圧縮、衛生
面が改善されたた
め。
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9 単
キャンプ場予約
システム導入
事業

商工観光課

キャンプ場の受付時の３密の回避、接触機会の低減のた
め、オンライン上でキャンプ場の施設予約をできるように
するためのシステムを導入する。

②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

R3.8 R4.3 1,773 1,588 予約システム導入 2．効果的であった

 オンライン上で予約
できるようになったこ
とにより、接触機会が
減少し、感染拡大を
防止することができた
ため。また、利便性が
向上し、利用客の増
加にもつながったた
め。

10 単
地域公共交通
事業者支援事
業

都市整備課

感染拡大により輸送人員・輸送収入の激減した市内に運
行路線・営業所を持つ地域公共交通事業者に対し、支援
金を給付する。

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

R3.9 R4.3 8,000 7,000 
 地域公共交通支援金
1,000千円×7社

2．効果的であった

 交付金を活用したこ
とにより、経営上影響
を受けている公共交
通事業者に事業継続
の支援ができ、地域
公共交通の維持に対
し、一定の効果が得ら
れたと考えられるた
め。

11 単

小中学校にお
ける修学旅行
等の追加費用
にかかる助成
事業

学校教育課

感染拡大により修学旅行等を中止又は変更する場合に
発生するキャンセル料等や、感染拡大防止のために増便
するバス借上料等について、その経費を市が負担するこ
とにより、保護者の経済的な負担軽減を図る。

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

R3.9 R4.3 8,000 5,463 

 すべての小中義務教育学校で、
修学旅行や校外学習におけるバ
スの増車、コロナ感染症キャンセ
ル費用保障制度への加入、日程
変更や中止による取消手数料等
について助成

2．効果的であった

 校外学習における密
の回避のためのバス
の増車、コロナウイル
ス感染によるキャンセ
ル料補償制度への加
入費用およびキャン
セル料について助成
することで、コロナ禍
においても児童生徒
の学習機会の保障を
するとともに保護者の
負担軽減に寄与する
ことができたため。

12 単
体育施設安全・
安心確保事業

スポーツ振興課
体育施設におけるスポーツ活動の安心及び安全を確保
するため、サーモグラフィーの設置及び非接触型体温計
を設置する。

①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

R3.6 R4.3 484 440 

 ・サーモグラフィーを岩瀬体育館
ラスカに2台、温水プールサンパ
ルに１台、真壁体育館に１台そ
れぞれ設置
・非接触型体温計を岩瀬体育館
ラスカに３台、温水プールサンパ
ルに１台、真壁体育館に１台そ
れぞれ設置

2．効果的であった

 コロナ感染が疑われ
る発熱者の来館を検
知することで、感染拡
大を防止する対応が
できたため。

13 単
紫尾体育館衛
生環境改善事
業

スポーツ振興課
感染症対策として、避難所に指定されている体育施設の
衛生環境の改善を図るため、トイレを改修する。

①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

R3.8 R4.3 13,000 11,781 

 もともと屋外に和式のトイレが設
置されていたが、今回の工事で
体育館内に男女トイレ及び多目
的トイレを設置

2．効果的であった

 トイレ設備が改修さ
れたことによって、トイ
レの衛生環境が改善
され、感染リスクを軽
減することができたた
め。

14 補
学校保健特別
対策事業費補
助金

学校教育課

（感染症対策等の学校教育活動継続支援事業）
各学校が感染症対策を徹底しながら児童生徒の学習保
障をするための経費や、研修の機会を逸した教職員に対
し研修に必要な経費を支援することで、学校教育活動の
円滑な運営を維持することができる。

①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

R3.4 R4.1 12,280 12,245 

 各学校で感染症対策のため消
耗品（手指消毒アルコール、ハン
ドソープ、校内消毒用物品等）ほ
か、教育活動を継続するための
備品や教材（サーマルカメラ・オ
ンライン授業用備品等）を購入

2．効果的であった

 学校において感染症
対策に必要な物品を
各校の実情に合わせ
て購入することがで
き、徹底した感染症対
策をしながら学校教
育を継続することがで
きたため。
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15 補
保育対策事業
費補助金

児童福祉課

（新型コロナウイルス感染症対策支援事業）
保育所等における新型コロナウイルス感染症対策のため
の消耗品等を購入する経費に対する補助

②-Ⅰ-１．医
療提供体制の
確保と医療機
関等への支援

R3.1 R4.3 1,198 1,198 

 各施設において感染症対策を
実施するにあたり必要な物品とし
て、空気清浄機や消毒液、マス
ク、ペーパータオル等を購入

2．効果的であった

 感染症への体制を整
え、対策を図りながら
安定的に事業を継続
することができたた
め。

16 補
母子保健衛生
費補助金

健康推進課

（新型コロナウイルス感染症の流行下における妊産婦総
合対策事業）
コロナ禍において、妊産婦自身のみならず胎児・新生児
の健康について強い不安を抱えている者に対し、積極的
な情報提供とオンライン相談等により不安軽減を図る。

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

R2.4 R4.3 679 458 
 子育て支援アプリ「母子モ」導入
によるオンラインでの情報提供

1.　非常に効果的であった

 コロナ禍での妊産
婦、胎児、新生児の
健康について、子育
て支援アプリ導入によ
りオンラインによる相
談や面談、情報提供
を実施し不安を軽減
できたため。

17 単
学校施設バリ
アフリー化事業

学校教育課

新型コロナウイルス感染症の影響下における避難所の３
密対策として、避難スペースを確保するために体育館に
加え校舎を使用にあたり、高齢者や障害者等の安全を確
保するため、昇降口と体育館入口をバリアフリー化する。

①-Ⅳ-４．公
共投資の早期

執行等
R3.9 R4.3 13,604 8,751 

 すでにスロープが設置されてい
る小中学校を除き、市内小中義
務教育学校１１校の校舎昇降
口、体育館入口にスロープ、手す
りを設置

2．効果的であった

 災害時の避難所や、
選挙の投票所としても
活用される公共施設
において、多様な用
途、利用者に対応す
べくバリアフリー化す
ることは、重要な事で
あり、密を回避するた
めにも必要であり、効
果的であったため。

18 単
地元産農産物
等学校給食活
用事業

学校給食センター

新型コロナウイルス感染症の影響により、売上が減少し
在庫を過剰に抱える生産者等を支援するため、学校給食
に地元産農産物等を活用する。

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

R3.4 R4.3 8,685 6,909 
 学校給食への地元産農産物の
活用

2．効果的であった

 学校給食に地元産農
産物を活用すること
で、生産者等を支援
することができたた
め。

19 単
医療提供体制
確保事業（事業
者支援）

健康推進課

新型コロナウイルス感染症に係る発熱外来での不効率な
診療体制、季節性インフルエンザ及び3回目の新型コロナ
ワクチン接種への対応のため、診療体制維持が困難な状
況が想定されることから、医療機関の体制確保のため財
政支援を行う。

②-Ⅰ-１．医
療提供体制の
確保と医療機
関等への支援

R3.9 R4.3 20,000 19,643 
 医療機関支援金　１８施設
19642800円

2．効果的であった

 新型コロナウイルス
感染症に係る発熱外
来での不効率な診療
体制、季節性インフル
エンザ及び３回目の
新型コロナワクチン接
種への対応など、地
域医療提供体制を確
保することができたた
め。

20 単
医療提供体制
確保事業（感染
症対策強化）

健康推進課

新型コロナウイルス感染症感染拡大第6波に備え、パル
スオキシメーターの貸し出しによる健康観察支援、抗原検
査やPCR検査実施等の支援、新型コロナワクチン接種の
接種率向上対策を行う。

②-Ⅰ-１．医
療提供体制の
確保と医療機
関等への支援

R3.9 R4.3 16,000 7,258 

 
・感染対策物品調達（消耗品、パ
ルスオキシメーター等）
6,354,586円
・自宅療養者支援　518,215円
・PCR検査委託　385,000円
計　7,257,801円

1.　非常に効果的であった

 パルスオキシメー
ターの貸し出しによる
健康観察支援、抗原
検査やPCR検査実施
等の支援、自宅療養
者への物資支給など
を行い、新型コロナウ
イルス感染症感染拡
大第6波における感染
対策を行うことができ
たため。

21 単
庁内ICT利活用
推進事業

企画課

感染症拡大防止及び自治体行政のスマート化のため、
Web会議やテレワークに使用するためのパソコンを購入
し、庁内のリモート化やデジタル化の取組を推進する。

③-Ⅲ-２．地
方を活性化

し、世界とつな
がる「デジタル
田園都市国家

構想」

R4.1 R4.3 6,791 6,486 
 Web会議用パソコン20台及びテ
レワーク用パソコン30台を導入

2．効果的であった

 Web会議対応端末を
導入することで、非接
触を推進し、感染リス
クを減少させることが
できたため。



Ｎｏ

補
助
・
単
独

総事業費
計画額

経済対策と
の関係

事業
始期

担
当
課

事業の概要 事業
終期 総事業費

実績額
具体的な理由事業効果

交付対象事業
の名称 事業実績

22 単
岩瀬庁舎空調
機器設置工事

財政課

ワクチン接種関連業務の実施に当たり、「三つの密」を避
けるため業務スペースとして使用していなかった部屋を事
務室として使用する。この事務室の換気を徹底するため
に空調機器を設置するもの。

①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

R3.12 R4.3 594 561 
 空調機器1台を岩瀬庁舎執務室
に設置

1.　非常に効果的であった

 コロナ対策関連業務
の遂行にあたり、執務
室に空調機器を整備
したことにより、換気
を徹底することがで
き、担当職員のコロナ
感染による業務の停
滞等を防ぐことができ
たため。

23 単
庁舎用サーマ
ルカメラ購入事
業

財政課

コロナ感染が疑われる発熱者が市役所に来庁し、市役所
内でクラスターが起きないようにするために、市役所の3
庁舎に体温を計測できるサーマルカメラを購入し、入口付
近に設置する。

①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

R3.8 R3.9 300 300 
 サーマルカメラ3台を各庁舎の
入口に設置

2．効果的であった

 コロナ感染が疑われ
る発熱者の来庁を検
知することで、庁舎内
での感染拡大を防止
する対応ができたた
め。

24 単
山桜見晴デッ
キ整備事業

ヤマザクラ課

新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から「三つの
密」を避けやすい屋外観光の関心が高まっている中、桜
川市固有の地域資源である山桜を広い屋外空間である
里山で楽しんでもらうための見晴デッキを整備することに
より、新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ
観光需要の喚起を図る。

①-Ⅲ-２．地
域経済の活性

化
R3.5 R4.3 10,571 10,571 

 地域と行政が一体となって「里
山」を守り育てると共に、観光資
源として活用していく為、高峯見
晴デッキを設置

2．効果的であった

 「絶景の山桜」の里と
して知られることと
なった「高峯の山桜」
は、平沢地区や関係
団体の尽力により、地
域資源・観光資源とし
て守り育てられてきた
地域資源である山桜
であるが、新型コロナ
ウイルスの影響により
落ち込んでいた観光
需要回復を図る為、
感染拡大防止の観点
で見晴デッキを整備し
「花見スポット、フォト
スポット」として、観光
客が訪れているた
め。

25 単
地域商社販売
力強化支援事
業

ヤマザクラ課

新型コロナウイルス感染症の影響により、売上が減少し
ている生産者や加工業者と協力して地域の魅力ある産品
を地域内外に売り出す地域商社に対し、販売拠点の販売
力強化、地域産品を用いた加工品の開発・生産に係る整
備等を支援する。

①-Ⅲ-２．地
域経済の活性

化
R3.4 R4.3 4,236 4,236 

 地域の魅力ある産品を地域内
外に売り出す地域商社に対し、
販売拠点の販売力強化、地域産
品を用いた加工品の開発・生産
に係る整備

2．効果的であった

 実証店舗において、
新型コロナウイルス
感染症の影響により
売り上げが減少した
生産者、加工業者と
協力し、地域産品、加
工品、桜川百貨選定
品、ふるさと納税の返
礼品など、市内の魅
力ある商品を市内外
へPRするとともに販
売することができたた
め。
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26 単
福祉施設情報
環境整備支援
事業

社会福祉課

各種福祉サービスや相談活動、ボランティアや市民活動
の支援など、市全体の地域福祉推進の中心的な役割を
担っている社会福祉協議会に対し、これまで書面で運用
していた勤怠管理に係るシステムの導入を支援すること
により、新型コロナウイルス感染症拡大防止及びコロナ
禍に対応するための情報環境の整備を図る。

③-Ⅲ-２．地
方を活性化

し、世界とつな
がる「デジタル
田園都市国家

構想」

R4.1 R4.3 4,000 4,000 勤怠管理システム導入 2．効果的であった

 今まで書面で運用し
ていた勤怠管理が、
システムを導入したこ
とにより対面せずに
運用できるため新型
コロナ感染症対策に
対応ができたため。

27

28 単

桜川市岩瀬高
齢者センター感
染予防事業（当
初予算分）

高齢福祉課
桜川市岩瀬高齢者センターにおいて、利用者が新型コロ
ナウイルス感染症に感染することを予防するための備品
を購入する。

①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

R3.4 R4.3 489 488 
 抗菌カーテン、抗菌レースカー
テン、アクリル建材、大型仕切り
スタンド、非接触型検知器を導入

2．効果的であった

 不特定多数の方が
利用するため感染拡
大防止に効果的で
あったため。

29 単

桜川市岩瀬高
齢者センター感
染予防事業（予
備費分）

高齢福祉課
桜川市岩瀬高齢者センターにおいて、利用者が新型コロ
ナウイルス感染症に感染することを予防するための備品
を購入する。

①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

R3.4 R4.3 486 486 
 抗菌カーテン、抗菌レースカー
テン、アクリル建材、大型仕切り
スタンド、非接触型検知器を導入

2．効果的であった

 不特定多数の方が
利用するため感染拡
大防止に効果的で
あったため。

30 単
御嶽山森林公
園トイレ設置工
事

商工観光課

老朽化し不衛生な御嶽山森林公園のトイレについて、新
型コロナウイルス感染対策として衛生環境の改善を図る
ため、簡易トイレを設置し、利用者が安心・安全に使用で
きるようにする。

①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

R3.9 R4.3 2,992 2,992 簡易トイレ設置 2．効果的であった

 簡易トイレを設置した
ことにより、利用者の
衛生環境が改善さ
れ、感染拡大防止に
寄与することができた
ため。

31 単

学校教育施設
新型コロナウイ
ルス感染症対
策事業

学校教育課

新型コロナウイルス感染症対策として学校施設内で定期
的に換気を行う際に、開放した窓より蚊や虫などが侵入
する事により、学校施設内の学習環境の悪化を防ぐた
め、網戸を設置する。

③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底
R4.1 R4.3 194 194 

 桜川市立大和中学校の窓１１カ
所に網戸を設置

2．効果的であった

 新型コロナウイルス
感染症対策の一つと
して、定期的な換気を
行い、窓を開放する
が、その際に蚊や虫
が入らないようにする
のに、効果的であった
ため。

32 単

GIGAスクール
構想整備事業
に伴うWi-Fi環
境整備事業

学校教育課

GIGAスクール構想整備事業により、普通教室でのオンラ
イン学習のための通信環境は整備されたが、特別教室等
はその整備から外れている状況であるため、特別教室で
のオンライン学習が可能なICT環境を整備する。

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

R3.4 R3.6 868 867 
 桜川市立中学校３校、義務教育
学校１校の特別教室等にWi-Fi環
境を整備

2．効果的であった

 特別教室でのオンラ
イン授業が可能とな
り、休校時のオンライ
ン学習等に活用され
たため。

33 単
学校給食臨時
休業対策事業

学校給食センター
学校の臨時休業（13日間）に伴う学校給食の中止により、
本来保護者が負担する経費を市が負担し、保護者負担を
軽減する。

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

R3.12 R4.3 813 812 
 休校に伴う給食休止分に係る経
費の支払い

2．効果的であった

 休校に伴う給食休止
分に係る経費につい
て、保護者負担を軽
減することができたた
め。

34 補
学校保健特別
対策事業費補
助金

学校教育課

（感染症対策等の学校教育活動継続支援事業）
各学校が感染症対策を徹底しながら児童生徒の学習保
障をするための経費や、研修の機会を逸した教職員に対
し研修に必要な経費を支援することで、学校教育活動の
円滑な運営を維持することができる。

①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

R3.12 R4.3 1,640 1,625 

 各学校で感染症対策のため消
耗品（手指消毒アルコール、ハン
ドソープ、校内消毒用物品等）ほ
か、教育活動を継続するための
備品や教材（空気清浄機・オンラ
イン授業用備品等）を購入

2．効果的であった

 学校において感染症
対策に必要な物品を
各校の実情に合わせ
て購入することがで
き、徹底した感染症対
策をしながら学校教
育を継続することがで
きたため。

35 補
保育対策総合
支援事業費補
助金

児童福祉課
（新型コロナウイルス感染症対策支援事業）
保育所等における新型コロナウイルス感染症対策のため
の消耗品等を購入する経費に対する補助

②-Ⅰ-１．医
療提供体制の
確保と医療機
関等への支援

R3.1 R4.3 1,615 1,555 

 各施設において感染症対策を
実施するにあたり必要な物品とし
て、空気清浄機や消毒液、マス
ク、ペーパータオル等を購入

2．効果的であった

 感染症への体制を整
え、対策を図りながら
安定的に事業を継続
することができたた
め。



Ｎｏ

補
助
・
単
独

総事業費
計画額

経済対策と
の関係

事業
始期

担
当
課

事業の概要 事業
終期 総事業費

実績額
具体的な理由事業効果

交付対象事業
の名称 事業実績

36 補
保育対策総合
支援事業費補
助金

児童福祉課

（保育所等業務効率化推進事業（保育所等におけるICT
化推進等事業））
保育所等におけるICT化を推進するための備品等を購入
する経費に対する補助

②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

R3.4 R4.3 300 300 翻訳機を2施設合計7台購入 2．効果的であった

 翻訳機の導入によ
り、外国籍の児童、保
護者との円滑なコミュ
ニケーションに役立て
ることができたため。

37 補
疾病予防対策
事業費等補助
金

高齢福祉課

（新型コロナウイルス感染症の流行下における一定の高
齢者等への検査助成事業）
新型コロナウイルス感染症により高齢者又は基礎疾患を
有する者の重症化及び死亡のリスク軽減を図るため、検
査を希望する者に対し検査費用の一部を助成する。

②-Ⅰ-２．ＰＣ
Ｒ検査・抗原

検査の体制整
備

R3.5 R4.3 2,620 1,031 

 ・ＰＣＲ検査
　65歳以上65名
　基礎疾患のある方18名
　計83名実施

2．効果的であった
 感染拡大や重症化
防止に役立ったた
め。

38 補
母子保健衛生
費補助金

健康推進課

（新型コロナウイルス感染症の流行下における妊産婦総
合対策事業）
新型コロナウイルス感染症の流行が続く中で、妊産婦は
日常生活等が制約され、自身のみならず胎児・新生児の
健康等について、強い不安を抱えて生活をしている状況
にある。新型コロナウイルス感染症の流行下における妊
産婦への寄り添った支援を総合的に実施する。

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

R3.4 R4.3 698 698 
 子育て支援アプリ「導入によるオ
ンラインでの相談や面談、情報
提供

1.　非常に効果的であった

 コロナ禍での妊産
婦、胎児、新生児の
健康について、子育
て支援アプリ導入によ
りオンラインによる相
談や面談、情報提供
を実施し不安を軽減
できたため。

39 補
母子保健衛生
費補助金

健康推進課

（幼児健康診査個別実施支援事業）
新型コロナウイルスの感染拡大の状況を踏まえ、密閉空
間・密集場所・密接場面を避けるために、幼児健康診査
を集団健診から、個別の医療機関等へ健診を受けに行く
個別健診へ切り替えた場合に生じる市町村の負担を軽減
する。

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

R3.4 R4.3 1,099 1,099 
 乳幼児(1.6歳児、3歳児)の歯科
健診を医療機関へ委託

1.　非常に効果的であった

 乳幼児健診時に歯科
健診を実施していた
が、医療機関での個
別健診へと切り替え
委託したため3密を回
避できたため。

40 補
疾病予防対策
事業費等補助
金

健康推進課

（健（検）診結果等の様式の標準化整備事業）
健（検）診結果等の電子化した情報について、転居時に
市町村間で引き継がれる仕組みや、個人が一元的に確
認できる仕組みを構築する。

②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

R4.2 R4.3 54 54 

 健(検)診結果等について市町村
が「健診指針」に基づき定める標
準的な電磁的記録の形式により
受け取ることができるようシステ
ムを整備

2．効果的であった

 健（検）診結果等の
電子化した情報を転
居時に市町村間で引
き継がれる仕組みや
個人が一元的に確認
できる仕組みを構築
できたため。

41 補
疾病予防対策
事業費等補助
金

健康推進課

（健（検）診情報連携システム整備事業）
健（検）診結果等の電子化した情報について、転居時に
市町村間で引き継がれる仕組みや、個人が一元的に確
認できる仕組みを構築する。

②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

R4.2 R4.3 75 75 

 健(検)診の情報をマイナンバー
制度を活用し、市町村間の情報
連携を開始するため自治体中間
サーバに情報登録をする必要な
システム整備

2．効果的であった

 健（検）診結果等の
電子化した情報を転
居時に市町村間で引
き継がれる仕組みや
個人が一元的に確認
できる仕組みを構築
できたため。

 231,282  196,669
 ※端数処理の関係で、各事業
費の合計と合計は一致しませ
ん。

合計


